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6 全世界における物質フロー勘定衰の構築

京都大学藤森真一郎松岡譲

Devel叩m倒 ofGlo凶Ma:制a1FlowAωoun:包

Kyoto Uni双 ShinichiroFU耳MO阻， Yuzuru MATSUOKA 

1. はじめに

産業革命以降、人為活動による環境中への物質の排出量が増加してきでおり、様々な環境問題を引き起こ

してきた。化石燃料を中心とした燃科燃焼による地球温暖化・大気汚染、人間・家畜の封帥物、窒素・リン

などの化学H酬の大量投入による富栄養化などが、その例として挙げられる。また、一部の化石燃料、金属

類については資源の枯渇も懸念される。今後数10年から 1∞年程度の聞に、人類はこうした物質フローの制

御を求められる可能性が高く、物質フローの将来的な様相、あるいは物質フローの制御対策がもたらす効果・

影響を示すことは重要となると考えられる。

このような知見はモデルシミュレーションによって得られるが、シミュレーションを行うためにはモデル

中で用いるパラメータのキャリプ、レーションが必要となる。しかし、世界全域の物質フローに関する'情報は

現存せず、キャリブ、レーションを行うことができないのが現状である。そこで、本研究は、経済統計、工業

統計、貿易統言持制様々な統計情報を集め、それらを調整し、全世界における過去30年間の物質フローを記述

する勘定表(以降、物質フロー勘定表と呼ぶ)を推計する手法を開発した。対象とする物質は炭素、窒素、リ

ン、鉄を含む物質である。本論文ではその手法と、得られた勘定表の角斬結果を示す。

2. 物質フロー勘定褒
本章では、物質フロー勘定表について示す。物質フロー勘定表は、人間活動に伴う物質のフローを記述す

る勘定表である。人間活動によって生産、消費、廃棄、排出される有機物、化石燃料、肥料を中心とした炭

素、窒素、リンを含む物、それらの加工品、及びそれらを消費した後に発生する物・環境へ排出される物を

対象物とする。以降、この対象物を物質と呼び、その物質の投入先、産出先といった入出力先を部門と呼ぶ。

環境と部門問、地域内の部門問、貿易による多国・地域間の物質フローを扱う。

物質勘定表は、物質投入表(以降U表と呼ぶ)、物質産出表(以降V表と呼ぶ)、地域間物質移動東以降T表

と呼ぶ)の3種類の表で構成される(表 1・3に示す)0U表は物質が

生産活動、最終消費部門へ投入されるときにその物質の量が記述

し、 V表は物質が生産活動、最終消費部門から産出されるときに

その物質の量を記述する。 U表、 V表は行に物質の種類、列に活

動主体を対応させ、地域ごとに作成する。 T表は各地域間におけ

る物質の貿易量を記述する表であり、行に輸出地域、列に輸入地

域を対応させ、貿易される物質ごとに作成する。物質は、 [1]財、

[2]廃棄物、 [3]環境からの産出物(以降環境産出物と呼ぶ)、 [4]環境

への排出物(以降環境排出物と呼ぶ)、 [5]蓄積物の 5種類に分類し

た。財は農林水産品、鉄鋼、化石燃科等39種類、廃棄陶は農業残

誼、鉄スクラップ等16種類、環境産出物は大気中炭素、鉄鉱石な

ど5種類、環境排出物は排出源別のCOz、NUx等55種類、蓄積物は建

築物、自動車等8種を設定した。

それぞれの表を炭素・窒素・リン・鉄別に作成し、それぞれの元素

含有量で記述する。

表2V表の雛形

表3T表の雛形
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3. 推計手法

本節では、物質フロー勘定表の推計方法の基本的な考え方、式体系について示す。

物質フロー勘定表の推計には物質収支調整作業を行った。物質収支調整作業とは、貨幣単位と物量単位で

表された財フローの情報の調整・統合作業である。この作業の中心となる概念は「物質密度」であり、 1単

位額の財に含まれる物質の重量と定義される。各財、部門の投入と算出の物質収支バランスを考慮し各情報

に最も整合的な物質密度を求解する。

ここで、 U表に記述される物質iが部門jへの投入量をM小 V表に記述される部門jにおける物質iの産

出をMiJr，T表に記述される物質iの地域rから地域sへの貿易量をMli，r，sとする。物質収支条件より、財と

廃棄物は投入量と産出量が等しくなる。

ZM;:μ=ZA4:μ ViEIgw，rER， Igw =財、廃棄物

また輸出入を除く各部門は物質の投入量、産出量の合計量が等しくなる。

ZA4;〉，r=2;M:ム， Vj E J.ゐ'm，rER，J.伽=輸出入以外の部門

各地域のU表の財の輸出量、輸入量はT表の輸出入量と等しくなる。

M:"mv=ZMZ;r，s，kw  

統計報制直と各財のフローの事離を最村七する。ここでは、統計報告値と変数の二乗和を帯離関数とする。

また、各財iの物質密度に大きな差がないと仮定して、財iの投入先、産出元の物質密度の差を上記の最適

化関数に加える。ここでは、各財iのU表、 V表の物質密度をdi，j，r、DViJ，rとし、産出の物質密度と輸出の

物質密度の差を表す関数を加えたものを例として示す。

min Lι( M7，j，r -sta(j" r +玄叫JベM;'j，r-s叫J
i，j，rεs叫J戸o i，j，rE8叫J戸。

+ZwdCJ叩 (D;μ ー D~"row"

I IU )，，rV 

ただし、 D:'i.r=ニ与!:._ DJ.i.，=ニ与Lである。
samI，j" ... sami，j，r 

ここで、 samuUハ S仰いは社会会計表から得られる財のやりとりを金額で表した情報であり、物質フロー勘

定表のU表、 V表に対応するものである。 wJuU併，ハn wv二U
の産出と輸出の物質密度の差に対する重みを表す係数でで、ある。環境への排出、廃棄物の発生量等は、財のフ

ローや廃棄物のフローに諸係数を乗じることで推計する。例えば、農業残溢は、財(農業産品)の産出量にあ

る一定係数をかけたものとした。

MV..ard"，j，r =αff-MR，j，rweaI，rεR， 1 = "ard"は農業残誼を表す。

本研究では、全世界を24地域に区分し、 1971年から 20∞年を対象とした。社会会計表には藤森らο∞8)
を、農業統計はFAOSTATIσ1AO，2∞5等を使用した。

4. 結果

4. 1. 直接物質投入量の変遷
直接物質投入量以降DMIと呼ぶ)の変遷について見てみる。図 1は 1971年を1としたときの全世界の炭
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素、窒素、リン、鉄のDMIの変遷を表したものである。また、人口と GDPの変遷もグラフに示した。 1971

年から 2000年の間でやや上下はするもののすべての物質のDMIが増加傾向にあり、炭素、窒素、リン、鉄

それぞれ1.6、2.0、1.7、1.5倍となった。この間GDPは2.5倍、人口は1.5倍の増加で、あった。 GDPと比べ

るとすべてのDMIの増加割合は小さかった。炭素は人口とほぼ比例するように増加してきた。一方、窒素は

1990年頃までGDPと同様の増加をしてきたが、 1990年以降ややGDPの伸びから帯離するようになった。

リンは 1985年頃までGDPに近い増加割合を示してきたが、それ以降GDPからは帯離するようになった。

鉄は1990年付近まで人口と同程度の増加を示してきたが、それ以降やや減少し、再び増加してきでいる。

これを先進国(OECD諸国)、新興国(ブラジル、ロシア、インド、中国)、その他途上国に分けて見てみる(図

2-4)0 OECDはこの30年間で、 GDPのみが大きく増加し、 DMIはGDPとは大きく帯離している。一方、新

興国、その他途上国について見ると、窒素、リンが GDPと同様の増加を示していることがわかる。すなわ

ち、 OECD諸国の過去 30年間の経済成長は物質投入量の大きな増加を伴うものではなかったが、新興国や

途上国の経済成長は物質投入量の増加を伴うもので、あったことがわかる。

図1世界全体の変遷
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図3新興国の変遷
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4.2. 経済水準と直接物質投入量の関係
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図2先進国のDMIの変遷
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図2途上国のDMIの変遷
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経済水準と直接物質投入量の関係について見てみる。ここでは、経済水準として一人当たりの購買力平価

で表したGDPを用いる。図5-8は炭素、窒素、リン、鉄のGDPあたりの直接物質投入量と一人当たり GDP

の関係をプロットしたものである。炭素、窒素、リンは似たような傾向を示し、経済水準の向上とともにGDP

あたりの直接物質投入量は減少していく。一方、鉄は他の元素とは異なる傾向を示し、 GDPが 1∞00$付近
で最大となる山を描くような図となった。これは、経済発展の初期の段階ではインフラ等の整備に伴い鉄需

要が増加し、ある一定水準を越えると、鉄需要が小さくなってくることを意味している。
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図5炭素DMIと経済水準の関係
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図6窒素DMIと経済水準の関係
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図7リンDMIと経済水準の関係、 図8鉄DMIと経済水準の関係

5. まとめ
本研究では、全世界を対象とした物質フロ}勘定表の勘定体系、その勘定表の推計手法、推計結果を示し

た。対象は全世界24地域とし、 1971年から 2000年までの炭素、窒素、リン、鉄の物質フローを推計した。

その結果、対象期聞において、いずれの物質の投入量増加し、1.5・2.0倍になった。先進国では物質フローの

増加割合は低かったのに対して、新興国、途上国では増加割合が高かった。また、一人当たり GDPとGDP

あたりの物質の投入量に着目すると、炭素、窒素、リンは経済水準の増加とともに GDPあたりの物質投入

量は減少する傾向であるのに対して、鉄は経済発展の初期段階で投入量が増加し、それ以降は減少するとい

う傾向が見られた。
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